
 

 

 

 

 

 

 国民健康保険は、加入者の所得が

少なく、高い保険料が払えず、滞納

者が多いという構造的な問題があり

ます。熊本市では、所得200万円・

4 人世帯の保険料が年間 40 万円を

超えています。負担の限界を超えた

保険料の負担軽減のため、国庫負担 

 

 

 国は、1年以上の滞納がある場合、

納付相談の機会を増やすため資格証

明書を発行するとしています。しか

し実際は、資格証明書発行によって、

必要な医療を受けることができずに、

命まで奪われるような事例が毎年発

生しています。党熊本市議団からも、

無保険や資格証明書によって手遅れ

となった熊本の事例を紹介し、資格

証明書発行の中止を強く求めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の増額を求めました。 

 国は、財政基盤が弱いという構造

的な問題点は認めるものの、国庫負

担の増額には言及しませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 九州の政令市の福岡市・北九州市

は「1級地－2」です。熊本市は、現

在「2 級地－1」、速やかに引上げる

よう要望しました。「S62 年以来級

地を見直しておらず、現在見直しを

やっている」との回答でした。 

 車の所有は実態を踏まえて検討す

る、勤労に対する扶助費の特別控除

についても必要な控除を行うよう県

に事実を確認するとの回答でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国保・介護・生活保護・教育など、切実な声を国へ届けました 
・・・・・5月 16・17日、「いのちとくらしを守る熊本ネットワーク」と日本共産党で政府に要望、党熊本市議団も参加しました・・・・・ 
【国民健康保険】 国庫負担を引き上げ、保険料の負担軽減を！ 

 

 

 

 
ＮＯ．８０１ 
2012年５月２７日 

電話 ３２８－２６５６ 

FAX ３５９－５０４７ 

 

熊本市手取本町１－１ 議会棟３階   

メール：kumamsu@gamma.ocn.ne.jp 

ホーム：http://www.jcp-kumamoto.com/ 

 

資格証明書の発行は中止を 

 

 

その他、市町村が行う重度障害者医療

費・子ども医療費・ひとり親医療費の助

成制度の現物給付に対する交付金カッ

トのペナルティ中止や、国保広域化の方

針を見直すこと、特定健診・がん検診の

受診料負担軽減なども要望しました。 

 

 

【生活保護】 級地引き上げ 

 車所有への実態に合った対応を 

 

 

【介護保険】 保険料の負担軽減 

  必要な介護サービスの提供を 

45 分に削減された訪問介護の生

活援助を 60分に戻すことや、保険

料の負担軽減、足りない特養などの

施設整備を早急に取り組むこと、介

護職員の処遇改善のための報酬単

価引き上げなどを求めました。 

 

【子どもと教育】  

・少人数学級・・・国も本年度より、

小学 2 年生まで拡充しましたが、

現場の声に応え、小中学校すべての

学年に拡充することを求めました。 

・子ども医療費助成 

   全国の自治体で実施されている

子ども医療費助成制度を、国の制度

として実施するよう求めました。 

・原発推進の副読本を学校現場で

使用しないことを要望 
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2010年度政務調査費の監査結果         

田中敦朗・下川寛議員へ 

37，578円の返還請求を行うよう市長に勧告       

 

科目 決算金額 主な内容 

調査研究費 61,000 
国際会議場、コンベンション、住宅リフォーム助成制度に

ついて行政視察（福岡市・北九州市・佐賀市） 

研修費 229,355 

自治体学校（奈良市）、国保問題学習会（都城市）、地方

議員研修会（東京都）、原発問題学習会（川内市）、熊本

市のまちづくり学習会会場費（くまもとパレア） 

資料作成 6,054 議会提出資料（カラーコピー代） 

資料購入費 334,706 
書籍類、法務関係追録、データーバンク資料購入、地元

新聞１紙 

広報費 2,478,395 
市議会だより毎週発行、年間２回市議会だより特別号発

行、ホームページ管理費など 

広聴費 194,236 
市民アンケート調査実施（返信用ハガキ）、市政懇談会

お茶代、 

会議費 0 会議は議員控室を主に使うため支出金はありません 

人件費 3,069,050 事務員１名給与・社会保険・労働保険料 

事務所費 554,248 
複合機リース代および利用料、パソコン設置費、事務用

品ほか 

事務通信費 77,047 インターネット、ＦＡＸ通信費ほか 

合計 7,004,091 
残金１９５，９０９円は残余金として熊本市へ返還す

ることになります。 

議員名 使途 金額（円） 監査結果・コメント 

田中敦朗議員 

（くまもと未来） 

 

会議場費 

 

4000円 
（2012年 5/ 8返還） 

イベントカフェバーであり、 

社会通念にふさわしくない 

マニュフェスト策

定委託料 
18789円 

2009年監査結果で使途基準違反 

と認定 

中松健児前議員 

（市民連合） 

 

駐車場料金(2回) 

インクセット 

1700円 
（2012年 4/17返還） 

4978円 
（2012年 4/17返還） 

領収書の金額が不明瞭で適正な支出 

と判断できない 

藤山英美議員 

（くまもと未来） 

ホテル夢しずくで

の市政報告会 

30000円 
（2012年 5/１返還） 

市政報告会として、合理性に欠ける 

 

マニュフェスト策

定委託料 

18789円 
（2012年 5/10返還） 

2009年監査結果で使途基準違反 

と認定 

田中誠一議員 

（くまもと未来） 

マニュフェスト策

定委託料 

18789円 
（2012年 5/10返還） 

2009年監査結果で使途基準違反 

と認定 

重村和征議員 

（くまもと未来） 

マニュフェスト策

定委託料 

18789円 
（2012年 5/10返還） 

2009年監査結果で使途基準違反 

と認定     

大石浩文 

（くまもと未来） 

マニュフェスト策

定委託料 

18789円 
（2012年 5/10返還） 

2009年監査結果で使途基準違反 

と認定     

田尻善裕議員 

（くまもと未来） 

マニュフェスト策

定委託料 

18789円 
（2012年 5/10返還） 

2009年監査結果で使途基準違反 

と認定  

下川 寛議員 

（くまもと未来） 

マニュフェスト策

定委託料 
18789円 

2009年監査結果で使途基準違反 

と認定 

政務調査費を透明にする会（金津紀代代表）は 2010 年度の政務調査費につい

て、市議 11人（現職 7人、前職 4 人）に返還を求め監査請求。5 月 11日、熊本市

監査委員は、くまもと未来の田中敦朗・下川寛議員に対して各 1 万 8789 円は、「使

途基準に合致しない」と認定。市長に返還請求するよう勧告しました。 7名の議員は

監査結果が出る前に、10件分・13万 4623円を自主返還（下記表参照）。監査委員

は、「支出伝票などの書類における記載が総じて不十分」と指摘し、改善を求めてい

ます。前回「使途基準違反」と指摘されたものが漫然と支出されており、議員として

の公金のあり方に対する真摯な対応が求められています。 

日本共産党市議団の政務調査費決算書（2011年度） 

調査研究費…国際会議場の実態調査で、大型施設建設が時代に合わない安易な計画であることがは

っきりしました。また、業者や市民に喜ばれる「住宅リフォーム助成制度」は各地でひろがっていることに、

熊本市でもぜひ実現したいと確信しました。 

広報費…毎週「市議会だより」を発行してきました。今号で８０１号になります。資料としてみなさまに活用

していただけるよう、これからも工夫していきたいと思います。 

広聴費…市民アンケートで暮らしの実態や、市民の声を幅広く聴取する活動にとりくみました。暮らし実

感は「苦しくなった」が８４%、大型施設については「今ある施設を利用すべき」が８７%、建設賛成はわずか

４%でした。 

事務所費…ＦＡＸ・コピー・プリンターと３役を１台でできる複合機をリースで導入しました。これによって、

一段と仕事がはかどるようになりました。 また、デスクトップ型パソコンを２台導入し、議員全員の机に設

置することができました。すべて議員控え室に設置しています。 


